中国律师制度改革的一个侧面 : 以刑事辩护权的保障为中心 by 計 拓









































1）　陳衛東「刑訴法修正的指導思想」法制日報 2011年 8月 24日。
2）　何家弘＝何然「刑事錯案中的証拠問題—実証研究与経済分析」政法論壇（2008年）
26巻第 2期 8～ 10頁。
3）　樊崇義『刑事訴訟法実施問題与対策』（2001年・中国人民公安大学出版会）100頁。








































2007 年 10 月 28 日に中華人民共和国第十期全国人民代表大会常務委員会第三
十回会議で『中華人民共和国弁護士法』（以下「07 年弁護士法」と略称する）






などの諸点が見直された。それと連動して、2012 年 10 月 26 日第十一期全国
人民代表大会常務委員会第二十九回会議で二回目の修正がなされた。



















































　また、96 年弁護士法第二編「弁護士従業資格」第 5 条は、弁護士が業務に
従事するには、弁護士資格を取得し、かつ従業証明書を入手しなければならな





















































































































































　79 年刑訴法 29 条において、「弁護にあたる弁護士は当該事件の資料を閲覧
し、事前に内容を調べることができ、拘禁されている被疑者・被告人に接見し、
通信することができる」とし、その他の弁護人は人民法院の許可により上記の





























































































































































































































































































月第 31巻第 1期 107頁を参照。
26）　郭華「新制度：認罪認罰従寛制度的定位」探索与争鳴（2016 年）第 12 期 70 頁
を参照。





















































31）　龍宗智「新刑事訴訟法実施：半年初判」清華法学 2013年第 5期 134頁以下の例
も参照。























32）　全国弁護士協会の調査によると、1997 年～ 2007 年までの 10 年間に、刑法 306
条によって訴追された弁護士は 140人以上に達した。当該調査には、まだ遺漏なと
ころがあったが、実際にそれによって訴追された弁護士の数はより多いそうと予想




















する役人は全体で 14150 人であり、各法律援助機構に平均 3.85 人に達してお





回で、一役人に年平均 377回となり、法律諮問総件数は 1999年より 5.78倍に
増加してきた。そして、各級政府が法律援助機構に対する財政支出は合計
126,186.57 万元で、法律援助経費総額の 98.8％を占め、1999 年より 67.5 倍に
なった。ただし、法律援助機構が取り扱った事件のうち、刑事事件の件数が
113,717 件で、2003 年より 40.38％に増えていたが、法律援助事件の総件数に
都法 59 巻 1 号（2018 年 7 月） 263
置かれると、その比重は年ごとに逓減していく外観を呈し、それは 2003年の





















年第 1期 25～ 29頁を参照。





















































































39）　松尾浩也「中国の刑事訴訟法について」ジュリスト No.1109（1997 年）43 頁。
40）　中国法律年鑑 2003～ 2016年を通じて、概算した。
都法 59 巻 1 号（2018 年 7 月） 267
られる。
むすびに代えて
　本稿は、筆者が執筆中の博士論文の主要な一部分を抜粋し、より詳細な検討
を加えたものである。
　中国法がより一層不変であることや、その全般の遅延性を改善するのは、
「一日の功にあらず」であるように思われる。筆者の見解によれば、目下、中
国の刑事弁護権について、形式的な刑事弁護権を保障することは無論、実質的
な刑事弁護権を保障することが必要とされる。中国では、刑事証人出頭率が、
長年にわたり 10% 未満という状況を踏まえると、裁判の際にして、刑事証人
の出頭が確保できないし、検察側が提供された検面調書による証人証言は、再
検証できないため、そのような形で提供される証拠の信用性が低くなり、刑事
弁護士の役割を大いに弱めたというより、むしろ被告人への実質的な刑事弁護
権を剥奪するものと言わざるをえない。
　現行法は、証人の出頭を確保するため、出頭方式の拡充、特にビデオリンク
方式という形で証人出頭証言することができるとする制度を新設した。しかし、
実務におけるビデオリンク方式の取り扱いについては、遮蔽措置を併用してい
るため、弁護士は証人の容貌や振る舞いを観察することができない。したがっ
て、このような措置は、自由心証主義に反するものとして考えられ、被告人に
対して著しく弁護権への侵害が生じうるようにも考えられる。
　しかし、実際のところ、証拠制度に重大につながるものの一つとして、証明
基準、証明方法がこれまで定められていない。さらに、実務においては、司法
側は、専門性が不足しているが、また真実への徹底、司法効率化という要請に
応ずるのであれば、裁判官、検察官は、弁護士の弁護意見を聞かないこととな
り、弁護士の役割が、実質的に弱められることが予想される、というべきであ
中国における弁護士制度の改革の一断面268
る 41）。
　網羅的な検討を加えたが、いろいろと不十分なところがなお多い。今後、さ
らなる検討を重ねることを約して、一旦筆を擱く。
41）　2017年 6月 30日に早稲田大学で開催された「中国司法改革の一断面—寛大な措
置を中心に」と題する講演会において、筆者は、証人出頭確保について、講演者で
ある吉林大学法学院の李立豊教授に見解を伺ったが、李教授は、自身の弁護士経験
に基づき、そういった状況があることを指摘した。
